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事 業 報 告 書 

 

指定試験機関名：公益社団法人調理技術技能センター 

検 定 職 種 ：調理 

事 業 年 度 ：平成２９年度（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） 

事    項 実     施     状     況 

 

１ 試験問題の作成 

 

 

 

 

 

 

２ 試験の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)中央試験委員会の開催 

試験問題、実施要領及び採点基準の作成等について審議する

ため、７部門毎に開催 

(2)学科試験問題の作成 

前期（すし、中国及び給食用特殊料理）、後期（日本、西洋及 

び麺料理）について、厚生労働省の承認を得て作成 

 

(1)受験申請書の受付 

前期 平成２９年４月３日（月）から同年 ５月８日（月）

まで受付 

受付件数 ７００件 

（実技４６５件、学科１９６件、両試験免除３９件) 

後期 平成２９年９月５日（火）から同年１０月６日（金）

まで受付 

受付件数 ５２９件 

（実技３７４件、学科１１７件、両試験免除３８件） 

(2)実技試験水準調整会議の開催 

前期 平成２９年６月１日（水）から同年６月２９日（木）

までの間に札幌市、仙台市、東京都、長岡市、名古屋市、

大阪市、兵庫県上郡町、広島市、福岡市及び鹿児島市の

１０か所において開催 

後期 平成２９年１１月２日（木）から同年１１月２８日（火）

までの間に仙台市、東京都、静岡市、名古屋市、金沢市、

大阪市、西宮市、高松市、福岡市、鹿児島市及び沖縄県

の１１か所において開催 

(3)学科試験の実施 

前期については平成２９年８月１日（火）に、後期は平成 

３０年１月１４日（日）に各試験会場において実施 
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事    項 実     施     状     況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 合格者の決定及び 

発表等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 内部監査 

 

 

 

 

前期受験者 １８９名（１０会場） 

後期受験者 １０９名（１０会場） 

計   ２９８名 

(4)実技試験の実施 

前期については、平成２９年７月３０日（日）から同年８月

２６日（土）までの間に各試験会場において実施 

後期については、平成３０年１月１３日（土）から同年２月

１６日(金)までの間に各試験会場において実施 

前期受験者 ４４８名（１０会場） 

後期受験者 ３４８名（１１会場） 

計   ７９６名 

 

(1)合否の判定及び合格者の決定 

調理技術技能評価試験事務（業務）規程に定める合否基準に

基づいて判定し、厚生労働大臣に提出のうえ合格者を決定 

(2)合格者の発表 

前期については平成２９年９月２９日（金）に、後期は平成

３０年３月３０日（金）に合格発表を行い合格者に通知 

学科試験合格者数 １００名  合格率 ３３．６％ 

実技試験合格者数 ５８９名  合格率 ７４．０％ 

(3)認定・合格証書の交付 

平成２８年度後期合格者については平成２９年５月２４日

（水）から、平成２９年度前期合格者については同年１１月 

１６日（木）から、それぞれ厚生労働大臣の認定･合格証書を交

付 

(4)認定カード等の交付 

認定カード１２１枚、認定楯５１個、認定バッチ（襟章） 

１４１個を交付 

 

平成２９年４月２８日（金）に（公社）調理技術技能センター

において、平成２８年度の試験業務が適用法規及び規程に基づい

て適正に行われているか自己点検を目的に内部監査を実施 
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事    項 実     施     状     況 

 

５ 技術考査の実施 

 

 

 

 

６ 調理師熟練者講習

の実施 

 

７ 広報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ その他 

 

 

技術考査実施校     ２８７校 

受 験 者 数  １２，６５９名 

合 格 者 数  １１，９９４名 

合 格 率    ９４．７％ 

 

１１会場  修了者数 ２６１名 

 

 

(1)広報用案内リーフレット｢試験のあらまし｣を９千部作成し、

都道府県、指定都市、政令市、特別区の衛生主管部、都道府県

の職業能力主管部及び全国の保健所等に送付して、業界等に対

する指導、周知及び市の広報紙等への掲載などを依頼 

(2)「試験のあらまし」を調理関係団体及び調理関係業界誌等に

送付して､試験制度の主旨及び試験実施日程等のＰＲを依頼 

(3)ホームページにおいて、専門調理師・調理技能士資格のＰＲ

を図るとともに、試験の概要、試験実施後３年分の試験問題及

び試験実施の具体的内容等について、より詳細な情報を提供 

 

(1)試験委員の委嘱 

地方試験委員２２名を追加選任 

(2)秘密保持義務、業務制限等の周知状況 

平成２９年４月に、「秘密資料等取扱いマニュアル」によって

周知するとともに、理解度テストを実施 

また、中央試験委員会、水準調整会議において、「事務手引き」

及び「試験委員の秘密保持に関する規程」によって周知。 

 

 


